
公共調達の適正化について(平成１８年８月２５日付財計第２０１７号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)

物品役務等の名
称及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の

名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号

又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

平成２８年度近畿
地方整備局ｗｅｂサ
イト作成改良業務

支出負担行為担当官　近畿地方
整備局長　山田　邦博
大阪府大阪市中央区大手前１丁
目５番４４号　大阪合同庁舎第１
号館

H28.6.6

（株）エム・シー・アン
ド・ピー
大阪府大阪市北区中
之島２－２－２

本業務は、近畿地方整備局web サイトのデザインの統一化を図り、
ユーザビリティ・アクセシビリティに優れたサイトにリニューアルする
とともに、迅速な更新作業や更新作業の軽減を図ることを目的とす
る業務である。　本業務の契約方式は、企画提案の公募を行い、そ
の内容を総合的に評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式
である。　参加可能業者が最低１０者あることを確認のうえ、企画提
案書の提出を公募したところ、申請期間内に３者から説明書等の交
付依頼があり、１者から企画提案書の提出があった。　提出された
企画提案書を評価した結果、適切な提案と認められたため、上記業
者を契約の相手方とするものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

28,144,800 28,080,000 99％

福知山市域他不動
産鑑定評価等業務
（その１）

分任支出負担行為担当官　福知
山河川国道事務所長　国土交通
技官　　　　　　　南後　和寛
京都府福知山市字堀小字今岡２
４５９－１４

H28.6.14

不動産鑑定ネット
ワークサービス（株）
京都府宇治市木幡西
浦６２－２

本業務は、福知山河川国道事務所の施行する由良川直轄河川改
修事業他に必要な土地の取得に伴う土地評価の参考資料として鑑
定評価書並びに意見書を徴収するものである。　本業務の契約方
式は、企画提案の公募を行い、提案のあった内容を総合的に評価
し、契約相手方を特定する企画競争方式である。　参加可能業者が
最低１０者あることを確認の上、企画提案書の提出を公募したとこ
ろ、申請期間内に５者から問い合わせがあり、５者から企画提案書
の提出があった。　企画提案書を審査した結果、上記業者の提案
は、評価項目における「鑑定評価実績」及び「業務実施方針」等総
合的に評価を行った結果、当局の期待する優秀なものとして特定さ
れた。　以上のことから上記業者と契約を行うものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100％
単価契約
予定調達総額
5,301,720円

福知山市域他不動
産鑑定評価等業務
（その２）

分任支出負担行為担当官　福知
山河川国道事務所長　国土交通
技官　　　　　　　南後　和寛
京都府福知山市字堀小字今岡２
４５９－１４

H28.6.16

吉岡不動産鑑定事務
所
京都府亀岡市篠町森
上垣内１６－１

本業務は、福知山河川国道事務所の施行する由良川直轄河川改
修事業他に必要な土地の取得に伴う土地評価の参考資料として鑑
定評価書並びに意見書を徴収するものである。　本業務の契約方
式は、企画提案の公募を行い、提案のあった内容を総合的に評価
し、契約相手方を特定する企画競争方式である。　参加可能業者が
最低１０者あることを確認の上、企画提案書の提出を公募したとこ
ろ、申請期間内に５者から問い合わせがあり、５者から企画提案書
の提出があった。　企画提案書を審査した結果、上記業者の提案
は、評価項目における「鑑定評価実績」及び「業務実施方針」等総
合的に評価を行った結果、当局の期待する優秀なものとして特定さ
れた。　以上のことから上記業者と契約を行うものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100％
単価契約
予定調達総額
5,301,720円



公共調達の適正化について(平成１８年８月２５日付財計第２０１７号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)

物品役務等の名
称及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の

名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号

又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

三川合流域拠点施
設展示施設設計・
製作設置業務

分任支出負担行為担当官　淀川
河川事務所長　国土交通技官
桑島　偉倫
大阪府枚方市新町２－２－１０

H28.6.13

（株）エム・シー・アン
ド・ピー
大阪府大阪市北区中
之島２－２－２

本業務は、淀川三川合流域地域づくり構想を踏まえ、平成２９年３
月オープン予定で整備を進めている淀川河川公園背割堤地区拠点
施設（仮称）において、三川周辺の観光・環境・歴史等の地域　資源
の情報発信を行う展示施設について設計・製作設置を行う業務であ
る。本業務の契約方式は、企画提案の公募を行い、その内容を総
合的に評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式である。参
加可能業者が最低１０者あることを確認のうえ、企画提案書の提出
希望者を公募したところ、申請期間内に１者に入札説明書等を交付
し、１者から企画提案書の提出があり、１者が参加資格を有してい
た。参加資格を有する参加表明書提出者の中から１者を企画提案
書の提出者として選定し、そのうち１者から提出された企画提案書
を評価した結果、上記業者の提案が適切な提案と認められたため、
上記業者を契約の相手方とするものである。４．適用法令会計法第
２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３号

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

10,789,200 10,789,200 100％

官民連携による淀
川賑わい創出企画
運営業務

分任支出負担行為担当官　淀川
河川事務所長　国土交通技官
桑島　偉倫
大阪府枚方市新町２－２－１０

H28.6.23

（株）Ｅ－ＤＥＳＩＧＮ
大阪府大阪市中央区
南船場１－９－１ライ
ト南船場ビルディング

本業務は、水辺の新しい活用の可能性を創造していくミズベリング
の事業目的を踏まえ、淀川発・関西を元気にする取り組みとして、
淀川の河川空間を活用した官民連携による新たな賑わい創出を企
画運営する業務である。　本業務の契約方式は、企画提案の公募
を行い、その内容を総合的に評価し、契約の相手方を特定する企
画競争方式である。　参加可能業者が最低１０者あることを確認の
うえ、企画提案書の提出を公募したところ、申請期間内に４者から
説明書等の交付依頼があり、そのうち１者から企画提案書の提出
があった。  提出された企画提案書を評価した結果、適切な提案と
認められたため、上記業者を契約の相手方とするものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

13,942,800 12,960,000 92％

新宮紀宝道路他不
動産鑑定評価業務
（その１）

分任支出負担行為担当官　紀南
河川国道事務所長　国土交通技
官　　　　　　　水野　浩次
和歌山県田辺市中万呂１４２

H28.6.15

（有）紀州不動産鑑定
事務所
和歌山県田辺市末広
町５－４６

本業務は、紀南河川国道事務所における用地買収等のために必要
となる鑑定評価書（意見書を含む。）の作成及びこれに付随する諸
業務である。本業務の契約方式は、企画提案の公募を行い、その
内容を総合的に評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式で
ある。
参加可能業者が最低１０者あることを確認のうえ、企画提案書の提
出を公募したところ、申請期間内に４者から説明書等の交付依頼が
あり、４者から企画提案書の提出があった。
提出された企画提案書を審査した結果、上記業者の提案が鑑定評
価実績及び業務実施方針等において特に優れており、総合的に当
局の期待に最も適合するものであるため、上記業者が契約の相手
方として特定されたものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100％
単価契約
予定調達総額
4,597,560円



公共調達の適正化について(平成１８年８月２５日付財計第２０１７号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)

物品役務等の名
称及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の

名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号

又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

新宮紀宝道路他不
動産鑑定評価業務
（その２）

分任支出負担行為担当官　紀南
河川国道事務所長　国土交通技
官　　　　　　　水野　浩次
和歌山県田辺市中万呂１４２

H28.6.15

（有）アトラス鑑定
和歌山県和歌山市西
汀丁１７　ロジェ汀３０
３

本業務は、紀南河川国道事務所における用地買収等のために必要
となる鑑定評価書（意見書を含む。）の作成及びこれに付随する諸
業務である。本業務の契約方式は、企画提案の公募を行い、その
内容を総合的に評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式で
ある。
参加可能業者が最低１０者あることを確認のうえ、企画提案書の提
出を公募したところ、申請期間内に４者から説明書等の交付依頼が
あり、４者から企画提案書の提出があった。
提出された企画提案書を審査した結果、上記業者の提案が鑑定評
価実績及び業務実施方針等において特に優れており、総合的に当
局の期待に最も適合するものであるため、上記業者が契約の相手
方として特定されたものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100％
単価契約
予定調達総額
4,597,560円

防災コンテスト運営
業務

分任支出負担行為担当官　福井
河川国道事務所長　国土交通技
官　　　　　　　中村　圭吾
福井県福井市花堂南２－１４－７

H28.6.6
（株）福井新聞社
福井県福井市大和田
町２－８０１

本業務は、平成１６年７月の福井豪雨で経験した災害の記憶を風化
させない取り組みとして、小学生を対象に身の回りの防災マップを
作成して応募してもらう防災コンテストを実施し、それを広く広報する
ことで、水害に対しての防災、減災への意識の向上を図るものであ
る本業務の契約方式は、企画提案の公募を行い、その内容を総合
的に評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式である。参加
可能業者が最低１２者以上あることを確認のうえ、企画提案書の提
出を公募したところ、申請期間内に２者から説明書等の交付依頼が
あり、そのうち１者から企画提案書の提出があった。提出された企
画提案書を評価した結果、適切な提案と認められたため、上記業者
を契約の相手方とするものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

6,004,800 6,004,800 100％

天ヶ瀬ダム催事運
営補助業務

分任支出負担行為担当官　淀川
ダム統合管理事務所長　国土交
通技官　　　　　　今須　重明
大阪府枚方市山田池北町１０－１

H28.6.13

（株）エム・シー・アン
ド・ピー
大阪府大阪市北区中
之島２－２－２

本業務の契約方式は、企画提案の公募を行いその内容を総合的に
評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式である。企画提案
書の提出を公募したところ、申請期間内に２者から説明書等の交付
依頼があり１者から企画提案書の提出があった。提出された企画提
案書を評価した結果、特定業者の提案は総合的に優れており、適
切な提案と認められたため、上記業者を契約の相手方とするもので
ある。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

4,989,600 4,860,000 97％



公共調達の適正化について(平成１８年８月２５日付財計第２０１７号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)

物品役務等の名
称及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の

名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号

又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

淀川ダム統管地域
連携催事実施計画
作成業務

分任支出負担行為担当官　淀川
ダム統合管理事務所長　国土交
通技官　　　　　　今須　重明
大阪府枚方市山田池北町１０－１

H28.6.13

（株）エム・シー・アン
ド・ピー
大阪府大阪市北区中
之島２－２－２

本業務の契約方式は、企画提案の公募を行い、その内容を総合的
に評価し契約の相手方を特定する企画競争方式である。企画提案
書の提出を公募したところ、申請期間内に２者から説明書等の交付
依頼があり１者から企画提案書の提出があった。提出された企画提
案書を評価した結果、提出した業者の提案は総合的に優れており、
適切な提案と認められたため当該業者を契約の相手方とするもの
である。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

4,935,600 4,860,000 98％

国営飛鳥歴史公園
情報発信施設改修
外業務

分任支出負担行為担当官　国営
飛鳥歴史公園事務所長　国土交
通技官　　　　　　　大石　智弘
奈良県高市郡明日香村大字平田
５３８

H28.6.14
（株）丹青社
東京都台東区上野５
－２－２

本業務は、平成２８年秋のキトラ古墳周辺地区の開園に伴い、飛鳥
区域において公園利用者に提供するための情報発信施設等の更
新を行うとともに、キトラ古墳周辺地区や平城宮跡区域の開園、公
園利用者のニーズを踏まえて、WEBサイトのリニューアル検討等を
行う業務である。

本業務の契約方式は、企画提案の公募で行い、その内容を総合的
に評価し、契約の相手方を特定する企画競争方式である。
　参加可能業者が最低１０者であることを確認の上、企画提案書の
提出を公募したところ、申請期間内に３者から説明書等の交付依頼
があり、そのうち１者から企画提案書の提出があった。
　提出された企画提案書を評価した結果、適切奈提案と認められた
ため、契約の相手方にするものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号

15,897,600 14,958,000 94％


